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(百万円未満切捨て)

１．平成29年12月期第１四半期の連結業績（平成29年１月１日～平成29年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年12月期第１四半期 23,432 1.1 3,826 △21.0 3,836 △17.1 2,528 △15.1

28年12月期第１四半期 23,169 2.4 4,845 32.4 4,625 31.4 2,979 47.3
(注) 包括利益 29年12月期第１四半期 1,946百万円( 25.5％) 28年12月期第１四半期 1,550百万円( 329.9％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

29年12月期第１四半期 54.01 ―

28年12月期第１四半期 64.19 ―
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

29年12月期第１四半期 115,315 79,728 68.2

28年12月期 114,775 78,309 67.3
(参考) 自己資本 29年12月期第１四半期 78,684百万円 28年12月期 77,291百万円
　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年12月期 ― 11.00 ― 11.00 22.00

29年12月期 ―

29年12月期(予想) 13.50 ― 13.50 27.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

28年12月期第２四半期末配当金の内訳 普通配当 7円50銭 記念配当 3円50銭
28年12月期期末配当金の内訳 普通配当 7円50銭 記念配当 3円50銭
29年12月期第２四半期末配当金(予想)の内訳 普通配当 8円50銭 記念配当 5円00銭
29年12月期期末配当金(予想)の内訳 普通配当 8円50銭 記念配当 5円00銭
29年12月期第２四半期末配当金及び期末配当金については、「フリクション」シリーズ国内発売10周年記念配当５
円00銭をそれぞれ含んでおります。

　

３．平成29年12月期の連結業績予想（平成29年１月１日～平成29年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 100,000 1.7 18,000 △14.3 18,000 △14.5 12,500 △13.5 267.02
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

第２四半期連結累計期間の業績予想は行っておりません。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注) 詳細は、添付資料６ページ「１.（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特
有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年12月期１Ｑ 46,814,400株 28年12月期 46,814,400株

② 期末自己株式数 29年12月期１Ｑ 942株 28年12月期 942株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年12月期１Ｑ 46,813,458株 28年12月期１Ｑ 46,415,975株
　

(注) 従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有していた当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として
会計処理しているため、「期中平均株式数（四半期累計）」は、当該株式に加え、当社所有の株式と合わせて、
28年12月期１Ｑでは398,425株控除し算定しております。
なお、当該信託は平成28年４月に終了しており、当該信託が所有していた当社株式は、前連結会計年度におい
てすべて売却しております。

　

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,429 31,596

受取手形及び売掛金 24,257 22,354

商品及び製品 14,212 14,387

仕掛品 5,061 4,898

原材料及び貯蔵品 2,163 2,280

繰延税金資産 2,583 2,761

その他 2,699 1,753

貸倒引当金 △69 △71

流動資産合計 79,338 79,961

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 19,190 19,650

減価償却累計額 △10,359 △10,461

建物及び構築物（純額） 8,830 9,188

機械装置及び運搬具 27,849 27,914

減価償却累計額 △22,935 △23,027

機械装置及び運搬具（純額） 4,914 4,887

その他 16,635 16,693

減価償却累計額 △14,966 △15,010

その他（純額） 1,669 1,682

土地 5,050 5,031

建設仮勘定 814 544

有形固定資産合計 21,279 21,334

無形固定資産

借地権 5,114 5,114

その他 570 557

無形固定資産合計 5,684 5,671

投資その他の資産

投資有価証券 5,856 5,764

繰延税金資産 519 457

退職給付に係る資産 651 671

その他 1,493 1,502

貸倒引当金 △48 △48

投資その他の資産合計 8,473 8,348

固定資産合計 35,436 35,354

資産合計 114,775 115,315
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,997 15,057

短期借入金 2,912 3,710

1年内返済予定の長期借入金 424 3,441

未払費用 2,977 2,604

未払法人税等 1,986 1,240

返品調整引当金 163 165

賞与引当金 676 1,178

役員賞与引当金 70 38

固定資産解体費用引当金 225 49

その他 4,643 3,902

流動負債合計 29,079 31,390

固定負債

長期借入金 4,542 1,508

繰延税金負債 554 542

役員退職慰労引当金 63 59

環境対策引当金 77 77

退職給付に係る負債 1,096 1,047

負ののれん 599 569

その他 453 390

固定負債合計 7,386 4,196

負債合計 36,465 35,586

純資産の部

株主資本

資本金 2,340 2,340

資本剰余金 9,042 9,042

利益剰余金 69,135 71,149

自己株式 △2 △2

株主資本合計 80,516 82,530

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 495 413

為替換算調整勘定 △4,086 △4,562

退職給付に係る調整累計額 366 304

その他の包括利益累計額合計 △3,224 △3,845

非支配株主持分 1,017 1,044

純資産合計 78,309 79,728

負債純資産合計 114,775 115,315
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 23,169 23,432

売上原価 10,872 11,686

売上総利益 12,296 11,746

販売費及び一般管理費 7,451 7,920

営業利益 4,845 3,826

営業外収益

受取利息 59 86

負ののれん償却額 29 29

持分法による投資利益 28 17

その他 79 92

営業外収益合計 197 226

営業外費用

支払利息 35 39

為替差損 353 148

その他 29 28

営業外費用合計 417 216

経常利益 4,625 3,836

特別利益

固定資産売却益 11 5

特別利益合計 11 5

特別損失

固定資産売却損 - 0

固定資産除却損 8 10

特別損失合計 8 11

税金等調整前四半期純利益 4,628 3,831

法人税等 1,628 1,260

四半期純利益 2,999 2,571

非支配株主に帰属する四半期純利益 20 42

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,979 2,528

決算短信（宝印刷） 2017年05月02日 11時26分 6ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



㈱パイロットコーポレーション(7846) 平成29年12月期 第１四半期決算短信

― 5 ―

四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 2,999 2,571

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △601 △79

繰延ヘッジ損益 △0 -

為替換算調整勘定 △812 △479

退職給付に係る調整額 △17 △62

持分法適用会社に対する持分相当額 △16 △2

その他の包括利益合計 △1,448 △624

四半期包括利益 1,550 1,946

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,575 1,907

非支配株主に係る四半期包括利益 △24 39
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

主な連結子会社は、税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該実

効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社については、重要な加減算項目を加味

し、法定実効税率を使用して計算しております。
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